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建築士事務所が、不動産会社に対し、技術
的な意見書を作成する業務及び、建物状況調
査業務の業務委託契約が締結されたと主張し
て、同契約に基づく報酬の支払を求めた事案
において、業務委託契約の成立は認めたが、
時効の中断は無かったとして、不動産会社の
時効の援用を認め、建築士事務所の請求を棄
却した事例（東京地裁 平成24年８月30日判
決 棄却（確定） ウエストロー・ジャパン）

1 　事案の概要

⑴　建築士事務所Ｘが、不動産会社Ｙに対し、
ＸとＹの間で二つの業務委託契約が締結され
たと主張して、同契約に基づく報酬の支払い
を求めたものである。
⑵　平成24年３月６日にＹ代表取締役に就任
したＣは、従前からＹの全株式を所有してい
たが、同日まではＹの取締役ではなかった。
⑶　Ｃは、平成19年12月ごろＡ会社の全株式
を個人で取得するとともに、Ａは、従業員寮
として利用していた本件施設の所有権を競売
で取得した。Ｃは、Ａ会社に隠れた負債があ
った場合に備えて本件施設の所有権をＡから
Ｙへ移転させた。
⑷　平成20年３月14日ころ、Ｃは、過去にＹ
の子会社に融資を斡旋してもらった実績のあ
ったＤに対し、本件施設の改修工事等に必要
な資金調達を依頼した。
⑸　ＸとＹは、①平成20年９月12日、ＹがＸ

に対して技術的な意見書を作成することを内
容とする業務を委託する旨の業務委託契約
（以下「本件契約１」という。）を締結したと
認められた、②同年10月31日、ＹがＸに対し
て本件施設の建物状況調査業務を委託する旨
の業務委託契約（以下「本件契約２」という。）
を締結し、同年11月４日、本件契約２につい
てのＸの報酬を440万円とすることに合意し
たと認められた。
Ｘは、同年９月24日、本件契約１に基づい

て作成した意見書をＣを含む関係者に送付し
て本件契約１の業務を完了し、同年11月18日、
建物状況調査報告書（以下「ER」という。）
のドラフト全９ファイルをＹら関係者に送付
し、その後の打ち合わせを経て、同年12月４
日、改訂を加えたERを提出して本件契約２
の業務を完了した。
⑹　Ｘは、平成21年に入ってからＹからの連
絡がなく、報酬の支払がなかったことから、
同年10月13日、Ｙ事務所でＣらと面談し、Ｃ
は、Ｘに対し、請求書を一本にまとめてＡ宛
にして欲しいと伝えた。
⑺　Ｘは、本件ER作成業務、本件意見書作
成業務のうち敷地の地盤沈下に関する追加意
見書作成業務の報酬（以下「本件業務報酬」
という。）として、484万5000円を請求する旨
の平成21年11月５日付けＡ宛の請求書をＹ及
びＡ宛てに送付した。
⑻　しかし、その後も、Ｘは、Ｙから支払を
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受けられなかったため、Ｃに支払を求めたが、
Ｃから、本件業務報酬の支払がされたことは
なかった。

2 　判決の要旨

裁判所は、次のとおり判示し、Ｘの請求を
棄却した。
⑴　ＸとＹの間の業務委託契約の成否
Ｙは、本件意見書作成業務について、本件
委託書の委託者欄に記名押印していることか
らすれば、Ｙは、Ｘに対し、本件意見書作成
業務を委託し、Ｘ及びＹの間で、本件契約１
を締結したものと認められる。
⑵　次に、本件契約２について検討する。
ＸとＹの間では、本件施設の調査に関して
既に本件契約１が締結されており、Ｘは、本
件契約２の見積書等をＣに直接送信していな
いものの、見積書等の名宛人はＹとなってお
り、Ｄらを介してＹに交付されることが予定
されていたと考えられること、Ｘは、平成20
年11月18日、Ｄに対し、「株式会社Ａ御中」
と記載されたERを電子メールに添付して送
信しており、同メールはＣにも送信されて交
付され、同月20日には前記ERをプリントア
ウトしたものをＹ事務所にてＣに直接交付し
ていることを総合考慮すれば、ＸとＹの間で
は、ＹがＸに対して本件ER作成業務を委託
し、ＸとＹの間で本件契約２が締結されたも
のと認められる。
⑶　消滅時効について
時効中断事由が認められない限り、Ｙが主
張するように、平成20年12月末日までには本
件契約１及び同２に基づく報酬請求権は発生
しており、本訴の提起は平成23年９月12日で
あるから、平成22年12月末日の経過により消
滅時効が完成したものと認められる。
⑷　 時効の中断について
Ｃは、平成21年10月13日の面談当時、Ｙ及

びＡの株主であったＹの代表者でも取締役で
もなかった上、請求先をＹ宛てではなくＡ宛
てにしてくれと述べていたことが認められ
る。
そうすると、仮に、同日の面談中のＣの発

言からすれば、ＣがＡに指示してＸから請求
された業務報酬額を今月末までにＡから支払
わせると述べたと理解できるとしても、Ｃ及
びＡと別人格であるＹが、ＸのＹに対する本
件契約１及び同２に対する業務委託報酬支払
債務について承認したとまでは認められない
と言わざるを得ない。
⑸　以上のとおり、Ｘは、Ｙに対する本件契
約１及び同２に基づく報酬請求権を有してい
たが、時効によって消滅しており、ＸのＹに
対する請求は理由がないから、棄却する。

3 　まとめ

本判決は、二つの業務委託契約の成立は認
めたものの、本件契約１及び同２の債権は、
民法173条２号における「自己の技能を用い、
注文を受けて、物を製作し又は自己の仕事場
で他人のために仕事をすることを業とする者
の仕事に関する債権」に該当し、このような
債権における消滅時効の期間は２年と定めら
れており、本件は時効によって消滅している
とされた事案であり、実務上参考になろう。
消滅時効は、契約に基づく権利義務が消滅

する制度であるため、契約実務上は重要であ
り、特に売買代金や請負代金については、債
権者は、できるだけ、時効の中断などにより、
債務者による時効の援用を防ぐための措置を
講ずるべきである。


